
ファイル名:0000000_1_0655800102006.doc 更新日時:2/12/2009 2:49 PM 印刷日時:09/02/12 15:16 

 

四 半 期 報 告 書  
 

 
第95期 

第３四半期 
 

自 平成20年10月１日

至 平成20年12月31日

 

 

 

 (E04289) 





ファイル名:0000000_3_0655800102006.doc 更新日時:2/12/2009 2:49 PM 印刷日時:09/02/12 15:17 

 

第95期 第３四半期（自平成20年10月１日 至平成20年12月31日) 
 

四 半 期 報 告 書 
 

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用

電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁を付して

出力・印刷したものであります。 

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四半期

レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書を末尾に

綴じ込んでおります。 

 

 



ファイル名:目次.doc 更新日時:2/12/2009 3:23 PM 印刷日時:09/02/12 15:24 

目      次 

 

頁

第95期 第３四半期報告書 

【表紙】 …………………………………………………………………………………………………………１ 

第一部 【企業情報】…………………………………………………………………………………………２ 

第１ 【企業の概況】………………………………………………………………………………………２ 

１ 【主要な経営指標等の推移】……………………………………………………………………２ 

２ 【事業の内容】……………………………………………………………………………………３ 

３ 【関係会社の状況】………………………………………………………………………………３ 

４ 【従業員の状況】…………………………………………………………………………………３ 

第２ 【事業の状況】………………………………………………………………………………………４ 

１ 【生産、受注及び販売の状況】…………………………………………………………………４ 

２ 【経営上の重要な契約等】………………………………………………………………………５ 

３ 【財政状態及び経営成績の分析】………………………………………………………………６ 

第３ 【設備の状況】………………………………………………………………………………………８ 

第４ 【提出会社の状況】…………………………………………………………………………………９ 

１ 【株式等の状況】…………………………………………………………………………………９ 

２ 【株価の推移】……………………………………………………………………………………11 

３ 【役員の状況】……………………………………………………………………………………12 

第５ 【経理の状況】………………………………………………………………………………………13 

１ 【四半期連結財務諸表】…………………………………………………………………………14 

２ 【その他】…………………………………………………………………………………………25 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】…………………………………………………………………26 

 

四半期レビュー報告書  

確認書 



 
  

【表紙】

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成21年２月12日

【四半期会計期間】 第95期第３四半期(自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日)

【会社名】 日本トランスシティ株式会社

【英訳名】 Japan Transcity Corporation

【代表者の役職氏名】 取締役社長  小 林 長 久

【本店の所在の場所】 三重県四日市市千歳町６番地の６

【電話番号】 四日市059(353)5211(代表)

【事務連絡者氏名】 常務取締役経理部長  八 代 雅 秀

【最寄りの連絡場所】 東京都千代田区大手町二丁目２番１号

新大手町ビルヂング

【電話番号】 東京03(3276)3050(代表)

【事務連絡者氏名】 専務取締役  小 津   勝

【縦覧に供する場所】 日本トランスシティ株式会社 中部支社 名古屋支店

(名古屋市中村区名駅南一丁目16番28号 
ＮＯＦ名古屋柳橋ビル)

日本トランスシティ株式会社 関東支社 東京支店

(東京都千代田区大手町二丁目２番１号
新大手町ビルヂング)

日本トランスシティ株式会社 関西支社 大阪支店

(大阪市中央区南本町三丁目６番14号 イトウビル)

株式会社名古屋証券取引所

(名古屋市中区栄三丁目８番20号)

株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

- 1 -



連結経営指標等 

  

 
(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 従業員数は、就業人員数を記載しております。 

  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第95期 

第３四半期 
連結累計期間

第95期
第３四半期 
連結会計期間

第94期

会計期間

自 平成20年
  ４月１日 
至 平成20年 
  12月31日

自 平成20年
  10月１日 
至 平成20年 
  12月31日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成20年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 65,451 21,284 86,460

経常利益 (百万円) 2,786 652 4,087

四半期(当期)純利益 (百万円) 1,618 397 2,305

純資産額 (百万円) ― 35,075 35,521

総資産額 (百万円) ― 88,843 90,227

１株当たり純資産額 (円) ― 521.82 522.67

１株当たり四半期 
(当期)純利益

(円) 24.70 6.09 34.68

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益

(円) 23.39 5.77 32.87

自己資本比率 (％) ― 38.3 38.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,764 ― 4,765

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,221 ― △4,460

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,675 ― △2,118

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高

(百万円) ― 8,000 11,142

従業員数 (名) ― 2,088 2,107
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当第３四半期連結会計期間において、当社および当社の関係会社において営まれている事業の内容に重

要な変更はありません。 

また、主要な関係会社の異動は「３ 関係会社の状況」に記載のとおりであります。 

  

  

当第３四半期連結会計期間において、主要な関係会社の異動は以下のとおりであります。 

連結子会社でありましたサンライズホーム株式会社は、平成20年12月17日付で清算結了いたしまし

た。 

  

  

                          平成20年12月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は当社グループから当社グループ外への出向者を除く就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第３四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。 

３ 臨時従業員には、パートタイマーおよび嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。 

  

  

                          平成20年12月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は当社から当社外への出向者を除く就業人員であります。 

２ 臨時従業員数は僅少のため記載しておりません。 

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

(1) 除外

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

従業員数(名) 2,088(835)

(2) 提出会社の状況

従業員数(名) 699
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①総合物流事業部門 

当第３四半期連結会計期間における倉庫保管貨物入出庫高ならびに期末保管残高を示せば次のとおり

であります。 
  

 
  

保管貨物残高を品目別に示せば次のとおりであります。 
  

 
  

  

港湾運送業の最近の貨物取扱高を示せば次のとおりであります。 

  

 
  

貨物自動車運送業および鉄道利用運送業の最近の貨物取扱高を示せば次のとおりであります。 

  

 
  

第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 部門別営業概況

期間

入庫高 出庫高 期末保管残高

トン数 
(トン)

金額
(百万円)

トン数
(トン)

金額
(百万円)

トン数 
(トン)

金額
(百万円)

(平成20年10月１日から
平成20年12月31日まで)

756,987 207,124 753,883 198,569 512,631 119,402

品目

(平成20年12月31日現在)

トン数(トン) 金額(百万円)

農水産品 64,132 8,450

金属 11,004 658

金属製品・機械 26,867 7,707

窯業品 1,122 119

化学工業品 237,817 64,673

紙・パルプ 5,918 3,616

繊維工業品 6,678 3,827

食料工業品 23,775 10,589

雑工業品 32,950 12,053

雑品 102,368 7,706

合計 512,631 119,402

期間 船内荷役(トン)
沿岸荷役

(内 輸出貨物)(トン)

(平成20年10月１日から
平成20年12月31日まで)

3,477,591
2,015,274
(928,094)

期間 貨物自動車運送業(トン) 鉄道利用運送業(トン)

(平成20年10月１日から
平成20年12月31日まで)

1,912,385 87,498
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②その他の事業部門 

  保険代理店の契約実績を示せば次のとおりであります。 

  

 
  

  ゴルフ場の入場者数を示せば次のとおりであります。 

  

 
  

  自動車整備台数を示せば次のとおりであります。 

  

 
  

③販売実績 

  当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントに示せば次のとおりであります。 

 
  
(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

  

  

期間 契約件数(件) 契約保険金額(千円)

(平成20年10月１日から
平成20年12月31日まで)

713 59,861

期間 メンバー(人) ビジター(人)

(平成20年10月１日から
平成20年12月31日まで)

3,227 8,367

期間 車検台数(件)

(平成20年10月１日から
平成20年12月31日まで)

324

事業の種類別セグメントの名称 売上高(百万円)

倉庫業 8,142

港湾運送業 5,447

総合物流事業 陸上運送業 4,562

国際複合輸送業・その他 2,826

計 20,978

その他の事業 306

合計 21,284

２ 【経営上の重要な契約等】
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文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社および連結子会

社）が判断したものであります。 

  

(1) 経営成績の分析 

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、米国のサブプライムローン問題を端緒とした金

融危機の深刻化による世界同時株安や円高の進行ならびに世界的な景気の減速等の影響を受け、輸出

企業の業績悪化、それに伴う設備投資の減少、雇用情勢の悪化などを引き起こし、景気は急速に悪化

しました。物流業界においても、この影響が顕著に現れ、国内消費の低迷、景気の後退による荷主企

業の在庫調整、生産調整が進み、荷動きの停滞、輸出入貨物の大幅な減少など厳しい情勢となりまし

た。 

当第３四半期連結会計期間における当社グループの業績は、総合物流事業において、倉庫業では、

倉庫保管残高は前年同期に比べ増加し、物流加工業務については一般消費財を中心に取扱量が増加し

ましたが、景気の悪化に伴う荷動きの停滞の影響により、入出庫にかかる取扱量は前年同期に比べ大

幅に減少しました。港湾運送業では、輸入原料ならびに四日市港におけるコンテナ貨物の取扱量が減

少し、全般的に低調な業績となりました。陸上運送業では、環境に優しい物流として取り組んでいる

バルクコンテナ輸送の取扱いは堅調に推移しましたが、トラック貨物ならびに通運貨物の輸送量は前

年同期に比べ減少しました。国際複合輸送業では、円高の進行や世界的な景気の悪化が大きく影響

し、輸出入貨物の取扱いは大幅に減少しました。このような状況により、総合物流事業全体の売上高

は、209億７千８百万円となりました。 

その他の事業については、依然として厳しい環境下でありましたが、業務の効率化や収支改善に努

めました。 

以上の結果、景気悪化による荷動きの停滞等の影響により、当第３四半期の連結売上高は、212億

８千４百万円、連結経常利益は６億５千２百万円、連結四半期純利益は３億９千７百万円となりまし

た。 

  

事業の種類別セグメントの状況は、次のとおりです。 

①総合物流事業 

総合物流事業全体の売上高は、209億７千８百万円の計上となりました。 

＜倉庫業＞ 

当部門では、期中平均保管残高は前年同期比5.8％増の50万６千トンとなり、物流加工業務は一般

消費財を中心に取扱量が増加しましたが、入出庫に係る貨物の取扱量は大幅に減少したことから、保

管貨物回転率は49.7％（前年同期60.2％）と急速に落ち込みました。 

以上の結果、当部門の売上高は、81億４千２百万円となりました。  

  

＜港湾運送業＞ 

当部門では、四日市港における海上コンテナの取扱本数は前年同期比2.1%減の４万７千本となり、

輸入原料の取扱いも低水準であったため、全体としては低調な取扱いとなりました。 

以上の結果、当部門の売上高は、54億４千７百万円となりました。 

  

３ 【財政状態及び経営成績の分析】
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＜陸上運送業＞ 

当部門では、バルクコンテナ輸送の取扱量は、前年同期比42.1％増の４万９千トンとなりました

が、トラック運送ならびに通運貨物の取扱いは低調に推移したため、陸上運送業全体の取扱量は前年

同期比4.2％減の199万９千トンとなりました。 

以上の結果、当部門の売上高は、45億６千２百万円となりました。 

  

＜国際複合輸送業・その他＞ 

当部門では、世界的な景気悪化の影響等により、海上輸送における輸出入の取扱量は前年同期比

23.8％減の25万７千トンとなり、航空輸送における輸出入の取扱量は前年同期比54.7％減の302トン

となりました。 

以上の結果、当部門の売上高は、28億２千６百万円となりました。 

  

②その他の事業 

ゴルフ場の入場者数および保険代理店業における保険契約件数は前年同期と比べ減少しましたが、

自動車整備業における車検取扱台数は前年同期と比べ増加しました。 

以上の結果、当部門の売上高は、３億６百万円となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期連結会計期間末日における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）

は、80億円となり、第２四半期連結会計期間末日に比べ10億８千９百万円減少しました。 

  

＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞ 

当第３四半期連結会計期間において、営業活動の結果減少した資金は５千５百万円となりました。

これは主に、賞与引当金の減少、法人税等の支払額等による減少の結果であります。 

  

＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞ 

当第３四半期連結会計期間において、投資活動の結果減少した資金は18億２千８百万円となりまし

た。これは主に、有形及び無形固定資産の取得による支出等による減少の結果であります。 

  

＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞ 

当第３四半期連結会計期間において、財務活動の結果増加した資金は８億２千７百万円となりまし

た。これは主に、長期借入れによる収入等の増加の結果であります。 

  

(3) 事業上および財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要

な変更および新たに生じた課題はありません。   
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当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

①重要な設備計画の変更 

当第３四半期連結会計期間において、重要な設備計画の変更はありません。 

  

②重要な設備計画の完了 

第２四半期連結会計期間末に計画していた設備計画のうち、当第３四半期連結会計期間に完了したも

のは、次のとおりであります。 

  

 
 (注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

③重要な設備の除却等 

当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等はありません。 

第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

(2) 設備の新設、除却等の計画

会社名 所在地
セグメントの

名称
設備の内容 投資総額(百万円) 完了年月 延床面積

提出会社
福岡県 

北九州市門司区
総合物流事業 倉 庫 1,970 平成20年10月 14,876㎡
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(注) 提出日現在の発行数には、平成21年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発 

行された株式数は含まれておりません。 

  

   
  

第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 240,000,000

計 240,000,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現在 

発行数(株) 
(平成20年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成21年２月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品 

取引業協会名
内容

普通株式 67,142,417 67,142,417

名古屋証券取引所
(市場第一部) 
東京証券取引所 
(市場第一部)

単元株式数は1,000株
であります。

計 67,142,417 67,142,417 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

平成13年改正旧商法に基づく新株予約権付社債を発行しております。

2009年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債（平成16年９月21日発行）

第３四半期会計期間末現在 
(平成20年12月31日)

新株予約権の数 (個) 30

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式 

単元株式数は1,000株であります。

新株予約権の目的となる株式の数 (株) 3,658,536

新株予約権の行使時の払込金額 (千円) １個につき 50,000

新株予約権の行使期間 平成16年10月４日～平成21年９月７日 (ロンドン時間)

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額 (千円)

発行価格    １個につき 50,000
資本組入額  １個につき 25,000

新株予約権の行使の条件 ―

新株予約権の譲渡に関する事項 ―

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

新株予約権付社債の残高 (百万円) 1,500
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該当事項はありません。 

  

  

 
  

当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。 

 ① 明治安田生命保険相互会社およびその共同保有者から平成20年４月18日付で関東財務局長に提出さ

れた大量保有報告書（変更報告書）により、平成20年４月15日現在で以下の株式を所有している旨

の報告を受けておりますが、当社として当第３四半期会計期間末における実質所有株式数の確認が

できておりません。 

なお、大量保有報告書（変更報告書）の内容は、次のとおりであります。 

 
 ② 株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループから平成20年７月７日付で関東財務局長に提出され

た大量保有報告書（変更報告書）により、平成20年６月30日現在で以下の株式を所有している旨の

報告を受けておりますが、当社として当第３四半期会計期間末における実質所有株式数の確認がで

きておりません。  

なお、大量保有報告書（変更報告書）の内容は、次のとおりであります。 

 
 ③ 日興アセットマネジメント株式会社から平成20年10月22日付で関東財務局長に提出された大量保有

報告書（変更報告書）により、平成20年10月15日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受け

ておりますが、当社として当第３四半期会計期間末における実質所有株式数の確認ができておりま

せん。 

なお、大量保有報告書（変更報告書）の内容は、次のとおりであります。 

(3) 【ライツプランの内容】

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成20年12月31日 ― 67,142 ― 8,428 ― 6,544

(5) 【大株主の状況】

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 4,589 6.83

明治ドレスナー・アセットマネ
ジメント株式会社

東京都港区北青山三丁目６番７号 625 0.93

計 ― 5,214 7.77

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 2,993 4.46

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 2,327 3.47

三菱ＵＦＪ投信株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 86 0.13

計 ― 5,406 8.05

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

日興アセットマネジメント株式
会社

東京都港区赤坂九丁目７番１号
ミッドタウン・タワー

3,262 4.86

計 ― 3,262 4.86
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当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載すること

ができませんので、直前の基準日である平成20年９月30日現在で記載しております。 

平成20年９月30日現在 

 
(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株(議決権１個)含まれ 

ております。 

  

平成20年９月30日現在 

 
  

  

 
(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 1,662,000

― ―

(相互保有株式)
普通株式   24,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

64,879,000
64,879 ―

単元未満株式
普通株式

577,417
― ―

発行済株式総数 67,142,417 ― ―

総株主の議決権 ― 64,879 ―

② 【自己株式等】

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
日本トランスシティ株式 
会社

三重県四日市市千歳町 
６番地の６

1,662,000 ― 1,662,000 2.48

(相互保有株式) 
四日市梱包株式会社

三重県三重郡川越町大字 
亀崎新田字下新田77番地 
の31

11,000 ― 11,000 0.02

多度開発株式会社
三重県桑名市多度町古野
字木ノ元33番地の２

11,000 ― 11,000 0.02

高橋梱包運輸株式会社
神奈川県座間市入谷
四丁目2784番地の37

2,000 ― 2,000 0.00

計 ― 1,686,000 ― 1,686,000 2.51

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年 
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 421 441 426 430 429 444 382 377 398

最低(円) 352 372 402 388 381 368 262 290 302
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前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであり

ます。 

 
  

３ 【役員の状況】

 役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

代表取締役 
専務取締役 

（管理業務管掌）

代表取締役
専務取締役 

（管理業務管掌、関連事業部
長）

高橋 典夫 平成20年７月１日

常務取締役 
（運輸事業部長）

常務取締役
（運輸事業部長兼運輸事業部

業務部長）
小川  謙 平成20年７月１日
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当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）および当第３四半期

連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内閣府令第50号）附則第７

条第１項第５号のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間(平成20年10月

１日から平成20年12月31日まで)および当第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31

日まで)に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。 

  

第５ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,592 11,571

受取手形及び営業未収金 ※２  14,367 13,894

たな卸資産 98 81

その他 2,334 2,138

貸倒引当金 △19 △17

流動資産合計 25,374 27,667

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 18,091 15,604

土地 28,646 28,682

その他（純額） 4,297 4,289

有形固定資産合計 ※１  51,035 ※１  48,576

無形固定資産 691 736

投資その他の資産   

投資有価証券 8,994 10,645

その他 2,766 2,623

貸倒引当金 △18 △22

投資その他の資産合計 11,742 13,246

固定資産合計 63,468 62,559

資産合計 88,843 90,227

負債の部   

流動負債   

支払手形及び営業未払金 ※２  7,919 8,168

短期借入金 2,685 2,675

1年内返済予定の長期借入金 2,044 2,234

1年内償還予定の社債 － 8,000

1年内償還予定の新株予約権付社債 1,500 －

未払法人税等 543 355

賞与引当金 555 1,131

その他 ※２  4,439 2,692

流動負債合計 19,686 25,256

固定負債   

新株予約権付社債 － 1,500

長期借入金 21,339 14,078

再評価に係る繰延税金負債 5,280 5,281

退職給付引当金 2,336 2,746

役員退職慰労引当金 48 393

長期預り保証金 4,136 4,246

負ののれん 49 60

その他 889 1,142

固定負債合計 34,081 29,450

負債合計 53,768 54,706
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 8,428 8,428

資本剰余金 6,734 6,737

利益剰余金 21,098 19,978

自己株式 △891 △645

株主資本合計 35,369 34,498

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 680 1,838

土地再評価差額金 △2,018 △2,017

為替換算調整勘定 △38 83

評価・換算差額等合計 △1,375 △95

少数株主持分 1,081 1,118

純資産合計 35,075 35,521

負債純資産合計 88,843 90,227

- 15 -



(2) 【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円） 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日) 

売上高 65,451 

売上原価 58,397 

売上総利益 7,053 

販売費及び一般管理費 ※１ 4,398 

営業利益 2,654 

営業外収益 

受取利息 36 

受取配当金 127 

持分法による投資利益 314 

その他 77 

営業外収益合計 555 

営業外費用 

支払利息 300 

その他 123 

営業外費用合計 423 

経常利益 2,786 

特別利益 

固定資産処分益 25 

特別利益合計 25 

特別損失 

固定資産処分損 53 

減損損失 17 

その他 11 

特別損失合計 82 

税金等調整前四半期純利益 2,729 

法人税等 ※２ 1,054 

少数株主利益 56 

四半期純利益 1,618 
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：百万円） 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日) 

売上高 21,284 

売上原価 19,237 

売上総利益 2,047 

販売費及び一般管理費 ※１ 1,424 

営業利益 622 

営業外収益 

受取利息 9 

受取配当金 47 

持分法による投資利益 110 

その他 21 

営業外収益合計 189 

営業外費用 

支払利息 90 

為替差損 55 

その他 13 

営業外費用合計 159 

経常利益 652 

特別利益 

固定資産処分益 7 

その他 0 

特別利益合計 7 

特別損失 

固定資産処分損 10 

投資有価証券売却損 8 

特別損失合計 19 

税金等調整前四半期純利益 640 

法人税等 ※２ 230 

少数株主利益 12 

四半期純利益 397 
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円） 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

税金等調整前四半期純利益 2,729 

減価償却費 2,210 

賞与引当金の増減額（△は減少） △578 

退職給付引当金の増減額（△は減少） △409 

前払年金費用の増減額（△は増加） △112 

受取利息及び受取配当金 △163 

支払利息 300 

売上債権の増減額（△は増加） △463 

仕入債務の増減額（△は減少） △524 

未払消費税等の増減額（△は減少） 106 

その他 △488 

小計 2,606 

利息及び配当金の受取額 288 

利息の支払額 △252 

法人税等の支払額 △876 

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,764 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

定期預金の預入による支出 △288 

定期預金の払戻による収入 74 

有形及び無形固定資産の取得による支出 △2,930 

その他 △77 

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,221 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

短期借入金の純増減額（△は減少） 10 

長期借入れによる収入 9,000 

長期借入金の返済による支出 △1,847 

社債の償還による支出 △8,000 

自己株式の取得による支出 △260 

配当金の支払額 △558 

その他 △20 

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,675 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △79 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,211 

現金及び現金同等物の期首残高 11,142 

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 68 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 8,000 
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日  
  至 平成20年12月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

第１四半期連結会計期間より、重要性が増したＹＴ物流サービス株式会社を連結の範囲に含めております。

また、第２四半期連結会計期間より、新たに設立した水島トランスシティサービス株式会社を連結の範囲に含

めております。さらに、当第３四半期連結会計期間より、清算結了したサンライズホーム株式会社を連結の範

囲から除外しております。

２ 会計処理基準に関する事項

（イ）たな卸資産の評価に関する会計基準の適用

たな卸資産については、従来、主として移動平均法に基づく原価法によっておりましたが、第１

四半期連結会計期間より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年

７月５日）が適用されたことに伴い、主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額について

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。

これによる損益に与える影響はありません。

（ロ）連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用 

第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面

の取扱い」（実務対応報告第18号 平成18年５月17日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

（ハ）リース取引に関する会計基準の適用

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６

月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））および「リース取引に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計

制度委員会）、平成19年３月30日改正））が平成20年４月１日以後開始する連結会計年度に係る四

半期連結財務諸表から適用することができることになったことに伴い、第１四半期連結会計期間よ

りこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっております。また、所有権

移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期間を耐

用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。

これによる損益に与える影響はありません。
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【簡便な会計処理】

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日  
  至 平成20年12月31日)

１ たな卸資産の評価方法

当第３四半期連結会計期間末のたな卸高の算出については、実地たな卸を省略し、前連結会計年度末の実

地たな卸高を基礎として合理的な方法により算定しております。

また、たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ簿価切下げを行う

方法を採用しております。

２ 固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法

を採用しております。

３ 繰延税金資産および繰延税金負債の算定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の

発生状況に著しい変化がないと認められる場合は、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタッ

クス・プランニングを利用しております。

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日  
  至 平成20年12月31日)

１ 税金費用の計算

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しておりま

す。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

【追加情報】

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日  
  至 平成20年12月31日)

１ 有形固定資産の耐用年数

当社および国内連結子会社の機械装置については、従来、耐用年数を主として５～７年としておりました

が、法人税法の改正による法定耐用年数の変更に伴い、第１四半期連結会計期間より主として10～12年に変

更しております。

これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益および税金等調整前四半期純利益は、それ

ぞれ51百万円増加しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

２ 役員退職慰労引当金

当社においては、従来、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく連結会計年度末要支給額を

計上しておりましたが、平成20年６月27日開催の定時株主総会において、役員退職慰労金制度廃止に伴う打

切り支給が決議されたことにより、引当金残高を取崩し、当第３四半期連結会計期間末における未払額を固

定負債の「その他」に含めて計上しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第３四半期連結会計期間末 
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 44,078百万円 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 42,904百万円

※２ 期末日満期手形

四半期連結会計期間末日の満期手形の会計処理に
ついては、手形交換日をもって決済処理しており
ます。
なお、当第３四半期連結会計期間末日は金融機関
の休日であったため、次の満期手形が四半期連結
会計期間末日の残高に含まれております。
受取手形 99百万円
支払手形 117百万円
流動負債その他 
（設備支払手形）

10百万円

─────

 

 

 ３ 偶発債務

以下の会社等の銀行借入金について下記金額の保
証を行っております。
（内保証予約）
四日市港国際物流センター株式会社

832百万円(450百万円)
Trancy Logistics(Shanghai)Co.,Ltd.

13百万円(─百万円)

従業員の銀行借入金について下記金額の保証を行
っております。

従業員（住宅資金） 8百万円

 

 

 ３ 偶発債務

以下の会社等の銀行借入金について下記金額の保
証を行っております。
（内保証予約）
四日市港国際物流センター株式会社

1,046百万円(450百万円)
Trancy Logistics(Shanghai)Co.,Ltd.

14百万円(─百万円)

三鈴カントリー倶楽部会員権購入ローンについて
下記金額の保証を行っております。

会員権購入者 0百万円

従業員の銀行借入金について下記金額の保証を行
っております。
従業員（住宅資金） 10百万円

(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
  至 平成20年12月31日)

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の

とおりであります。

報酬及び給与手当 2,025百万円
賞与引当金繰入額 134百万円

※２ 当第３四半期連結累計期間における税金費用につ

いては、四半期連結財務諸表の作成に特有の会計

処理を採用しているため、法人税等調整額は「法

人税等」に含めて表示しております。

第３四半期連結会計期間

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成20年10月１日 
  至 平成20年12月31日)

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の

とおりであります。

報酬及び給与手当 597百万円
賞与引当金繰入額 134百万円

※２ 当第３四半期連結会計期間における税金費用につ

いては、四半期連結財務諸表の作成に特有の会計

処理を採用しているため、法人税等調整額は「法

人税等」に含めて表示しております。
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当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）および当第３四半期連結累計期間（自 平成20年４月

１日 至 平成20年12月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

  

２ 自己株式に関する事項 

 
  

  

３ 新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 

  

  
４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

   該当事項はありません。 

  

  

５ 株主資本の著しい変動に関する事項 

   該当事項はありません。 

  

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連 

 結貸借対照表に掲記されている科目の金額との 

 関係

現金及び預金 8,592百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △592百万円

現金及び現金同等物 8,000百万円

(株主資本等関係)

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 67,142,417

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 1,996,912

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 296 4.50 平成20年３月31日 平成20年６月30日

平成20年11月10日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 261 4.00 平成20年９月30日 平成20年12月４日
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当第３四半期連結会計期間(自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日) 

  

 
  

当第３四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

事業区分の方法は役務別売上集計区分によっております。 

２ 各事業区分の主要役務 

(1) 総合物流事業 

倉庫業、港湾運送業、陸上運送業、国際複合輸送業およびその他物流関連業務 

(2) その他の事業 

不動産業、建設業、損害保険代理店、自動車整備、ゴルフ場等 

３ 追加情報 

「追加情報、有形固定資産の耐用年数」に記載のとおり、当社および国内連結子会社の機械装置につい

ては、従来、耐用年数を主として５～７年としておりましたが、法人税法の改正による法定耐用年数の変更

に伴い、第１四半期連結会計期間より主として10～12年に変更しております。 

これにより当第３四半期連結累計期間の営業利益は、総合物流事業が50百万円、その他の事業が１百万円

増加しております。 

  

当第３四半期連結会計期間(自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日)および当第３四半期連結累

計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

全セグメントの売上高に占める日本の割合が90％を超えているため、記載を省略しております。 

  

当第３四半期連結会計期間(自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日)および当第３四半期連結累

計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年12月31日） 

海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 

(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

総合物流事業 
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

20,978 306 21,284 ― 21,284

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

6 292 298 (298) ―

計 20,984 598 21,583 (298) 21,284

営業利益 570 42 613 9 622

総合物流事業 
(百万円)

その他の事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

64,575 875 65,451 ― 65,451

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

19 820 839 (839) ―

計 64,595 1,695 66,290 (839) 65,451

営業利益 2,515 105 2,620 34 2,654

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】
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１ １株当たり純資産額 

  

 
  

（注） １株当たり純資産額の算定上の基礎は次のとおりであります。 

 
  

２ １株当たり四半期純利益金額等 

  

 
  

(注) １株当たり四半期純利益金額および潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は次のとおり

であります。 

 
  

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報)

当第３四半期連結会計期間末 
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

521円82銭 522円67銭

当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 35,075 35,521

純資産の部の合計額から控除する金額 
（百万円）

1,081 1,118

（うち少数株主持分） 1,081 1,118

普通株式に係る四半期連結会計期間末（連結会
計年度末）の純資産額（百万円）

33,993 34,403

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期
連結会計期間末（連結会計年度末）の普通株式
の数（千株）

65,145 65,822

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
  至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成20年10月１日  
  至 平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益
潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

24円70銭
23円39銭

１株当たり四半期純利益
潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

6円09銭
5円77銭

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日  
  至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日  
  至 平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額

 四半期純利益(百万円) 1,618 397

 普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

 普通株式に係る四半期純利益（百万円） 1,618 397

 普通株式の期中平均株式数(千株) 65,543 65,332

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

 四半期純利益調整額（百万円） ─ ─

 普通株式増加数(千株) 3,658 3,658

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり四半期純利益金額の算定に含まれなか
った潜在株式で、前連結会計年度末から重要な
変動があったものの概要

─ ─

(重要な後発事象)

- 24 -



平成20年11月10日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

 
(注)平成20年９月30日現在の株主名簿および実質株主名簿に記載または記録された株主に対し、支

払を行っております。 

２【その他】

(1)中間配当金の総額 261,920千円

(2)中間配当金の１株当たりの額 ４円

(3)支払請求の効力発生日および支払開始日 平成20年12月４日
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該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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平成21年２月６日

日本トランスシティ株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日

本トランスシティ株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結

会計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日か

ら平成20年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益

計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明

することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本トランスシティ株式会社及び連結子会

社の平成20年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結

累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  永  田  昭  夫  印

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  山  田     順  印

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  奥  谷  浩  之  印

(注) １．上記は、レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書

提出会社)が別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。





 
  

【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成21年２月12日

【会社名】 日本トランスシティ株式会社

【英訳名】 Japan Transcity Corporation

【代表者の役職氏名】 取締役社長 小 林 長 久

【最高財務責任者の役職氏名】 ─

【本店の所在の場所】 三重県四日市市千歳町６番地の６

【縦覧に供する場所】 日本トランスシティ株式会社 中部支社 名古屋支店

 (名古屋市中村区名駅南一丁目16番28号

   ＮＯＦ名古屋柳橋ビル)

日本トランスシティ株式会社 関東支社 東京支店

 (東京都千代田区大手町二丁目２番１号

   新大手町ビルヂング）

日本トランスシティ株式会社 関西支社 大阪支店

 (大阪市中央区南本町三丁目６番14号 イトウビル）

株式会社名古屋証券取引所

 (名古屋市中区栄三丁目８番20号）

株式会社東京証券取引所

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号）



当社代表取締役社長小林長久は、当社の第95期第３四半期(自 平成20年10月１日 至 平成20年12月

31日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしま

した。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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